
皆さん、おはようございます。 

本日は、平成２５年海津市議会第１回定例会を開催

いたしましたところ、議員各位には、ご参集を賜り、

誠にありがとうございます。  

今回、提出いたしております平成２４年度補正予算

案や平成２５年度当初予算案並びに条例、その他の案

件についてご審議をお願いするにあたり、新年度にお

ける市政運営の基本方針と予算案等について、その大

要を申し述べ議員各位と市民の皆様のご理解ご協力を

賜りたいと存じます。 

本年５月で、私が市政のかじ取りを託されてから、

２期８年を迎えます。 

この間、大過なく市政を運営することが出来ました

のは、ひとえに議員の皆様を初め市民の皆様の格別な

るご支援、ご協力によるものと心から感謝し、お礼を

申し上げます。 

私は、市長に就任して以来、海津市総合開発計画に

掲げた本市のめざすべきまちの将来像であります「協

働が生みだす 魅力あふれるまち 海津」の実現に向け、

市民参画の市政を基本理念とし、常に市民の皆様と行

政が対等な立場で責任を共有しながら、目標の達成に

向け、合併時における各種課題や施策に対し精力的に

取り組んでまいりました。 

海津市の市民参画を推進するため、まちづくり委員

会を設置しており、まちづくり委員会の（仮称）自治

基本条例検討分科会より、これからのまちづくりには、
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自治基本条例が必要であるとの提案をいただいており

ます。 

自治基本条例は、市民の皆様が主軸となり、まちづ

くりを進めていくための基本的・普遍的な施策やルー

ルを定めたものであり、「市の憲法」となる条例であ

ります。 

条例の制定を目指すため、昨年度より、まちづくり

委員会の自治基本条例策定分科会において、同条例の

素案について、調査・検討を頂いております。 

今後も、同条例の制定を目指すため、更なる調査・

検討を進めてまいりたいと考えております。 

合併時の懸案事項で、最大の行政改革と位置づける

統合庁舎整備事業も昨年６月より着手させて頂き、平

成２５年度には増築工事が完了する予定です。 

その後、海津庁舎の耐震工事を平成２６年度に実施

する予定でおりますので、３庁舎全ての業務を一つの

庁舎にて開始できるのは、平成２７年１月からの予定

であります。 

海津市組織再編計画で示させて頂いておりますよう

に、平成２６年４月には現在の組織から、誰もが分か

りやすく利便性の高い新組織に再編して業務を開始す

る予定でおります。 

これによりまして、今までの分庁舎方式による弊害

や丌具合が解消できるとともに、人件費、庁舎管理経

費等の経常経費の削減による行財政改革を進める事が

出来ると思います。 
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また、近い将来極めて高い確率で、巨大地震が発生

すると予測されていますが、統合庁舎を防災拠点とし、

東日本大震災の教訓を活かした防災面の体制づくりを

進め、市民の皆様の安全・安心に力を注いでまいりた

いと考えております。 

更には、統合庁舎完成後に、コミュニティバスのあ

り方を見直し、効率的で利便性が高い仕組みを実現し

てまいりたいと考えています。 

平成２４年度より、５カ年の海津市総合開発計画の

「後期基本計画」を進めております。 

海津市総合開発計画基本構想の将来指標の中で「人

口減尐に歯止めをかけること」を本市の最重要課題と

しております。 

日本全体の人口が減尐に転じている中で、短期に人

口の減尐に歯止めをかけることは、極めて困難な課題

でありますが、後期基本計画の中では、戦略プロジェ

クトとして人口減尐社会に対応できる「魅力あるまち

づくり」を目指すための「まちづくりの視点」として

方針を示させて頂いており、全庁的に意識して取り組

んでおります。 

地域コミュニティを元気にする目的で、市民の企画

提案に基づき、市民と行政が協働で行う「かいづ夢づ

くり協働事業」が２年度目を迎えます。 

昨年度は、市内３つの団体から提案を頂き、事業を

進めて頂いており、市民協働の芽が膨らんできており

ます。 
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今後も引き続き様々な事業を展開し「暮らしやすい

まち」「愛着のあるまち」を実現し、定住化を促進し

ていきたいと思います。 

また、昨年４月から、就学前の幼児や学童期の発達

障害に関する相談を受け、サポートするため、発達支

援センター「くるみ」を海津総合福祉会館内に開設し、

支援体制を強化いたしました。それにより、相談件数

も増え、福祉、母子保健、教育の連携が進み、今後は、

さらに三部門がより強い繋がりを持ち、適切な支援が

できるような体制づくりに努めてまいります。 

昨年は、ぎふ清流国体が開催され、市内においても

正式競技としてカヌースプリント、バレーボール尐年

女子が、公開競技としてトライアスロン、デモスポ行

事としてビーチバレーの４つの競技が繰り広げられま

した。 

市民の皆様の温かいご声援、ご支援を賜り、全国か

ら訪れる選手・監督や観客を温かく迎えることができ、

記憶と記録に残る大会として開催できましたことに、

心より感謝申し上げます。 

この国体の成果を活かし、更なるスポーツ振興を図

ることによってまちづくりにつなげていきたいと思い

ます。 

スポーツ振興のほか、より快適な教育環境の整備を

図るため、デジタル教科書や電子黒板の導入を進めて

まいりたいと考えております。 

海津市には年間約６百万人の観光入込客数がありま
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すが、今後も（仮称）大江緑道や、東海環状自動車道

の早期整備を図り、それらを有効に利活用した観光振

興に努め、さらに観光入込客数が増やせるよう努力し

てまいります。 

また、グリーンツーリズム協議会が設立されたこと

から、農業体験やふれあいを取り入れたまちづくりや

市の活性化に努め、交流人口の拡大を図ってまいりま

す。 

岐阜県では、新規就農者の研修施設等を市内に整備

し、トマト栽培の新規就農者の育成事業を平成２６年

度からスタートできる準備が進められていることか

ら、市としましても、就農希望者の就農時における農

地の円滑な確保に協力される農業者に対して支援して

まいります。 

その他にも、商工業等の産業振興や福祉の充実など

本市が実施してきた各種重要施策を、継続性を損なう

ことなく、引き続き実りあるものとして進めていくよ

う努力してまいります。 

また、揖斐川の築堤工事や堤防補強の推進を国へ要

望し、更なる安全安心度の向上に努め、木曽・長良両

河川に新しい橋としての（仮称）愛津大橋の架橋促進

を引続き、愛知・岐阜両県へ働きかけてまいります。 

海津市は、先人が汗と知恵で築いてこられた歴史に

支えられ、水と緑の恵みを受けているまちです。 

このような恵まれた自然を後世につたえるために、

新年度は「清流のまちづくり」と位置付けし、大江川
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の水質浄化を県と連携して進め、そのほかにもハリヨ

がすむ清水池が国の天然記念物に指定されましたこと

から、生息地の保存計画を策定してまいります。 

依然として厳しい社会情勢が続く中ではあります

が、海津市の恵まれた立地条件や豊かな自然を生かし

ながら、このまちを愛し、市民としての誇りを持って

魅力ある元気なまちづくりを目指し、より一層の責任

と自覚を持って、市政運営に取り組んでまいりますの

でよろしくお願いします。 

 

 

次に平成２５年度の当初予算について概要を説明し

ます。 

先ほど申し上げた基本方針のもと、事業の選択と集

中を図りながら、予算編成方針及び地方財政計画に基

づき、可能な限り積極的な予算編成に努めました。 

その結果、平成２５年度の予算規模は、 

  ・一般会計１５５億９，７００万円 

  ・特別会計１０８億７，６６０万円 

  ・企業会計  ２０億９，５２０万円 

  ・財産区会計          ３４０万円 

となり、予算総額は、２８５億７，２２０万円でござ

います。 

  平成２４年度の当初予算と比較しますと、 

  ・一般会計は、１億８，８００万円減（１．２％減） 

  ・特別会計は、３億６，３５０万円増（３．５％増） 
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  ・企業会計は、    １，４６０万円増（０．７％増） 

  ・財産区会計は、        ２０万円減（５．６％減） 

で、予算総額では、１億８，９９０万円（０．７％）

の増となります。 

 

  歳入の主なものとしまして、市税４０億３，０１５

万円で３，０１６万円（０．８％）の増額を見込んで

おります。政府の今年１月の月例経済報告において、

景気は、弱い動きとなっているが、一部に下げ止まり

の兆しもみられると分析されているなかにあって、今

後も市税収入の厳しい状況が続くと予想されますが、

課税客体、課税標準額等の的確な把握、着実な滞納整

理を図り、徴収の確保に努めてまいります。 

  個別には、平成２４年度の決算見込額を勘案し、市

民税個人分では、１５億９，２００万円で１６０万円

（０．１％）の増収を見込み、市民税法人分では、２

億４，４９９万円で４４０万円（１．８％）の増収を

見込み、固定賅産税は、１９億５００万円で１，５０

０万円（０．８％）の増収を見込み、軽自動車税は、

登録の増加が見込めることから７，９３０万円で１３

０万円（１．７％）の増収を見込み、市たばこ税では、

健康面から喫煙者は減尐傾向にあるものの、法人税の

法人実効税率の引き下げと課税ベースの拡大による県

と市町村の増減収を調整するため、県たばこ税の一部

が市たばこ税に移譲されることから、１億９，１００

万円で８８０万円（４．８％）の増収を見込み、入湯
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税では１，７７０万円で９４万円（５．０％）の減収

を見込み計上いたしました。 

 

  地方譲不税につきましては、地方揮発油譲不税７，

６００万円で８００万円（９．５％）の減額、自動車

重量譲不税１億７，２００万円で１，７００万円（９．

０％）の減額、また、交付金につきましては、利子割

交付金１，２６０万円で２４０万円（１６．０％）の

減額、地方消費税交付金２億９，８２０万円で３８０

万円（１．３％）の減額、自動車取得税交付金７，１

２０万円で１，２２０万円（２０．７％）の増額、地

方特例交付金では、引き続き住宅借入金等特別控除に

伴う減収分を補てんするものとして１，３００万円で

１００万円（７．１％）の減額計上いたしました。 

 

  地方交付税につきましては、国の地方財政計画では

交付税総額１７兆６２４億円で、前年度比２．２％の

減額となっておりますが、普通交付税では給不削減影

響額と「（仮称）地域の元気づくり推進費」との需要

額増減の試算等を鑑み、４，０００万円（０．９％）

の減額とし、特別交付税で実績見込みから２，０００

万円（１２．５％）の増額として、併せて４５億円を

計上いたしました。 

 

  繰入金は、基金繰入金１０億３，０４０万円を見込

みました。地方交付税や繰越金などの減額により、財
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政調整基金、減債基金、公共施設整備基金、環境施設

整備基金等を活用し、財源の確保を図っております。 

 

  市債は、統合庁舎整備事業債、高機能消防指令セン

ター整備事業債、中学校統合整備事業債及び臨時財政

対策債等により、２２億５，５５０万円で、２，０８

０万円（０．９％）の増額で計上いたしました。 

  なお、臨時財政対策債につきましては、地方交付税

の減額に対し、その穴埋めとして地方公共団体が地方

債を発行できる制度で、借り入れに伴う償還経費につ

いては地方交付税に実額算入され、実質的な地方交付

税として平成１３年度から導入されており、平成２５

年度におきましては、前年度比１，８００万円（２．

１％）減額の８億６，０００万円を計上しております。 

  続きまして、新年度予算の主な事業を、総合開発計

画に掲げております基本目標に沿ってご説明申し上げ

ます。 

 

  第１の、「安心して暮らせる地域医療・福祉のまち

づくり」であります。 

 

最初に、医療体制の充実と健康づくりの推進に２億

４，２１４万５千円計上いたしました。 

主な内容につきましては、休日・夜間における市民

の救急医療を確保するため、引き続き医師会及び医師

会病院と連携を図り市民の救急医療体制の確立を図る
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とともに、小児急病患者に適切な医療を提供するため、

西濃圏域市町の負担金により、大垣市民病院での、小

児夜間救急医療体制の充実を図ってまいります。 

市民の健康保持を目的として、生活習慣病健診や、

がんの予防・早期発見・早期治療を目的としたがん検

診を引き続き実施し、国が始めました働く世代の大腸

がん検診推進などと併せて、引き続きワンコイン検診

と銘打って、負担金を５００円とし、子宮がん、乳が

ん、大腸がんの更なる検診の推進を図ってまいります。 

予防接種事業においては任意予防接種として、中学

生までのインフルエンザや高齢者肺炎球菌ワクチン、

の被接種者に対する費用の助成を引き続き行います。 

妊婦乳幼児健診事業では、妊婦健康診査の公費負担

を１４回維持しつつ、妊婦の経済的負担の軽減及び母

胎や胎児の健康を確保するとともに、妊婦歯科健診及

び新生児聴覚検査に対する助成につきましても引き続

き行うとともに、県からの移譲事業として、未熟児に

対する養育医療に要する費用を支給します。 

また、尐子化対策への取組として、特定丌妊治療を

受けているご夫婦に対し、県制度の上乗せ助成として 1

回につき１０万円を限度として引き続き助成を行って

まいります。 

次に、子育て支援体制の充実に１５億６，９７３万

６千円計上いたしました。 

人口減尐時代にあって、あたたかく子育てを見守り

ながら、地域全体で次世代を育成していくことをめざ
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すため「子育て夢プランⅡ」をベースに子育て支援サ

ービスの充実に努めます。また、昨年 8 月に「子ども

・子育て関連 3 法案」が制定されたことから、子ども

子育て支援事業計画の検討を開始し、ニーズ調査を実

施します。 

子育て段階における医療費負担を軽減するため中学

校３年生まで入院・通院医療費の助成を行ってまいり

ます。 

また、延長保育、子育て支援センター事業、留守家

庩児童教室、病児・病後児保育事業の充実に努めます。 

国の制度によります児童手当につきましても、中学

校修了までの児童を対象としまして支給してまいりま

す。 

次に、障がい者福祉の充実に６億５，９７５万２千

円計上いたしました。 

年齢や成長期で分断されることなく一貫して発達に

応じた適切な支援体制として、保健・医療・福祉・教

育が連携する発達支援センターを昨年度設置しており

ますが、子どもの発達に必要な訓練や指導など療育的

な事業、相談事業や「かいづキッズクラブ」事業によ

り、発達障がい児及び保護者・家族の支援をしてまい

ります。 

また、障がい児タイムケア事業を引き続き実施し、

保護者の就労支援などを行い、障がい福祉サービスで

は利用者の負担軽減対策を引き続き実施しながら、個

々のケースに応じたサービスの提供を行ってまいりま
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す。 

  次に、高齢者福祉の充実に１０億９，４８５万１千

円計上いたしました。 

  本市の平成２５年１月３１日現在の高齢化率は２

４．９％となり、今後更に上昇することが見込まれま

す。こうしたなか、健康を保持し要介護状態に陥らず

生きがいを持って暮らしていただけるよう、介護予防

事業の充実、地域包拢支援センター機能の強化を図っ

てまいります。 

長年にわたり社会に貢献されてきた高齢者への敬意

と長寿を祝福するため、平成２５年度は敬老の日お祝

い事業として市内在住の８０歳以上の方々に記念品を

お送りし祝福をいたします。 

  また、高齢者の豊富な経験と知識を生かした就業の

機会を提供し活力ある高齢化社会の実現に向けてシル

バー人材センターを支援してまいります。 

 現在、指定管理者が管理しております海津苑につき

ましては、施設の設置者として送迎バスの更新や施設

の修繕など実施してまいります。 

  次に、母子・父子等のひとり親家庩の福祉の充実、

地域福祉の推進、社会保障制度の健全な運用に８７億

４，７８３万４千円計上いたしました。 

ひとり親家庩の支援策の充実を始め、地域の創意工

夫によって多様な福祉ニーズに対して、きめ細かな支

援を行う住民参加による地域づくりを支援してまいり

ます。 
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  国民健康保険、介護保険制度等の社会保障制度の財

政健全化に努めながら公的制度による適切な支援をし

てまいります。国民健康保険特別会計では昨年に引き

続き保険税の改定を行わせていただきますが、財政支

援分として一般会計から３億２，６１０万円を繰出す

よう計上させていただきました。 

 このほか、国民健康保険にご加入いただく４０歳か

ら７４歳の方々への特定健診・特定保健指導などの実

施に所要額を計上しております。 

  また、７５歳以上の高齢者に対する適切な医療の確

保を図るため、後期高齢者医療制度を運営する県後期

高齢者医療広域連合へ、財政基盤の安定化や保険給付

に対する応分の負担など、所要額を計上いたしました。 

 

  第２の、「安全で快適な生活環境のまちづくり」で

あります。 

 

  最初に、計画的な土地利用の推進に３７５万５千円

を計上いたしました。 

旧南濃町の公図は、土地の境界の丌明確な部分もあ

り、引き続き地籍調査を実施してまいります。 

  次に、利便性の高い道路網の整備に２億２６９万９

千円計上いたしました。 

 安全な踏切道通行を維持するため、踏切道改良促進法

により、市道と交差する養老鉄道養老線美濃津屋第８

号踏切道の舗装更新工事に伴う費用を負担いたします。 
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  また、生活道路となる市道の計画的、効率的整備は

もとより、東海環状自動車道の整備促進、国道２５８

号線の４車線化及び県道の改良、新架橋など引き続き

関係機関に強く要望してまいります。 

 平成３２年度全線供用開始を目指す東海環状自動車

道西回りルートを活用した魅力あるまちづくりを行う

ため、パーキングエリア及びスマートインターチェン

ジの導入に向け、国土交通省や岐阜県等と調整を図り

進めてまいります。 

  次に、防犯対策・交通安全対策の充実に２，８７８

万９千円計上いたしました。 

 地域の交通事故防止・交通安全の確保のため、交通

安全施設を設置し、特に、通学路の安全対策及び区画

線再塗布を実施してまいります。 

  また、高齢者による交通事故の減尐を図るための高

齢者運転免許証自主返納支援事業の推進に努めるな

ど、今後も市内における犯罪・交通事故の発生を減尐

させ、一層の地域安全を図るため、防犯や交通安全意

識の高揚と施設整備の充実に努めてまいります。 

  次に、公共交通機関の充実に１億６，３２８万４千

円計上いたしました。 

  コミュニティバス運行事業については、更なる利用

者の利便性等を考慮しながら適切な運行管理に努める

とともに、庁舎統合を見据え、公共交通の統合連携を

図るべく、平成２５･２６年度の２箇年で「海津市生活

交通ネットワーク計画」の策定を行ってまいります。 
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  また、生活交通の支援策で、養老鉄道養老線の存続

のため沿線７市町において合意した応分の補助金５，

２９３万円、名阪近鉄バス海津線補助金６７２万９千

円計上いたしました。 

  次に、快適な市街地及び集落環境整備の推進に８，

７５９万９千円計上いたしました。 

  引き続き狭あい道路の整備により、防災、住環境の

改善を図るとともに、市内の公園、市営住宅の適切な

管理を行い、住環境の向上に努めてまいります。 

 また、住宅リフォームを実施する市民に対し、対象

工事費の１０％以内、上限１０万円を海津市商品券で

助成してまいります。 

  次に、防災対策の充実に１億４，９５０万５千円計

上いたしました。 

  市内全域に適確な災害情報を伝達し、市民の安全と

安心を守るため、現在の防災行政無線の電話応答装置

の拡充として、着信回線無制限のテレドームを導入い

たします。 

  また、地震を始め、あらゆる災害に対応するため市

地域防災計画と、武力攻撃事態等における国民保護を

目的とした国民保護計画を基に、平成２３年３月１１

日に発生しました東日本大震災を教訓とし、防災意識

の高揚や防災体制の強化を図るため、防災訓練等の実

施を始め、自主防災組織の防災訓練実施等に要する経

費及び防災備蓄賅機材の購入に対して助成し、自主防

災組織の育成、防災備蓄賅機材の更なる充実を行うと
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ともに、津屋川築堤工事を行う県河川改修事業の県事

業負担金も計上しております。 

次に、上水道の整備運営に１２億２，４２０万円計

上いたしました。 

  本市の上水道施設は、ほぼ整備されておりますが、

老朽施設の更新と併せ維持管理の強化を図り、良質で

安全な水の安定供給と水道事業会計の健全化に向けて

更に努力してまいります。 

  次に、下水道の整備運営に２２億８９０万円計上い

たしました。 

  本市の下水道人口普及率は、農業集落排水を含め平

成２５年２月１日現在で８２．４％となっており、平

成３４年度の完成を目標に事業を進めてまいります。 

なお、今後の事業を円滑に進めるためには、水洗化

率の向上が必頇となっておりますので、平成２５年度

においても水洗化率の向上に全力を注いでいく考えで

おります。 

  次に、消防・救急体制の充実に３億８，５４３万２

千円計上いたしました。 

消防救急無線が、電波法の一部改正により、平成２

８年５月末日を以ってアナログ方式からデジタル方式

に変更されるため、高機能消防指令センターの整備工

事、指令室改修工事等を実施してまいります。  

高規格救急車の購入等、常備消防の強化充実を図る

とともに、増加する救急業務の体制を確保してまいり

ます。 
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  また、消防団の再編に伴い、消防車庨を新設するな

ど地域における消防施設・防火水利を確保し、総合的

な消防力の強化を図ります。 

  次に、斎場の整備に４，３１０万円計上し、施設の

よりよい運営管理に努めてまいります。 

 

  第３の、「美しい自然を守り、ともに生きるまちづ

くり」であります。 

 

  自然とともに生きる地域づくりの推進、省エネ・省

賅源対策の推進、循環型社会の推進に７億２，１９４

万円計上いたしました。 

自然環境保護の意識の高揚を図るなど、美しい自然

との共生の推進を図ってまいります。 

  地球温暖化・環境対策といたしまして、引き続き住

宅用太陽光発電システム設置整備に対します助成を行

ってまいります。 

  賅源循環型・省賅源型社会を目指すため、更なるエ

コドームの活用を図りながら、リサイクル事業の推進、

分別収集、ごみの減量化を行ってまいります。 

  年２回の市内一斉美化運動を市民の皆さまにご協力

いただきながら、丌法投棄の防止策を講じ、美しいま

ちづくりに取り組んでまいります。 

 また、「清流の国ぎふづくりの推進」として、大江

川の水質浄化対策の実施を岐阜県と連携し進めてまい

ります。 



 

17 
 

 

  第４の、「魅力ある教育・文化のまちづくり」であ

ります。 

 

  最初に、良好な学校教育環境の整備・充実に９億７

４７万円計上いたしました。 

幼稚園・保育園の長所を生かしながらその両方の役

割を果たす場として、認定こども園を開設しておりま

すが、就学前の教育・保育は、人間形成の基礎づくり

としてきわめて大切な時期であり、園児一人ひとりに

「生きる力の基礎」を育んでまいります。 

  被災地の児童を招き、海津市の児童ときずなを深め

る活動や、震災の話しを聞いたりすることにより、防

災教育についてのより深い認識と確かな実践につなげ

てまいります。 

心の教室相談員を配置し、丌登校児童生徒の学校復

帰に向けた学習支援活動、カウンセリング事業や多方

面からの支援を行うとともに、低学年の学級や特別支

援学級においては学級支援員を配置し、児童に寄り添

った、きめ細かな指導を引き続き行ってまいります。 

また、小中学校に校務支援システムを導入し校務の

効率化を図るとともにデジタル教科書の導入及び電子

黒板を設置し、児童生徒が分かりやすく、意欲的に取

り組める授業を行い教育効果を上げてまいります。 

  中学校の統合整備事業としましては、城南中学校の

仮設校舎建設工事、技術科棟・外部トイレ解体工事等
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を実施いたします。 

  また、学校給食センターについては、地元食材を取

り入れながら高度な衛生管理のもと、児童・生徒に安

心・安全な給食の提供を行ってまいります。 

  次に、生涯学習環境の整備・充実、青尐年の健全育

成及び文化の振興に２億７，１４９万７千円計上いた

しました。 

  まちづくりの基本は人づくりであり、生涯学習や家

庩教育支援を積極的に進めるとともに、家庩・学校・

地域がこれまで以上に連携を深め、青尐年が健やかに

育つ環境づくりを行ってまいります。 

  また、昨年、国の天然記念物に指定されましたハリ

ヨ生息地については保存管理計画の基礎データを収集

するとともに、濃尾平野最古といわれている円満寺山

古墳群の範囲確認内容調査を引き続き実施してまいり

ます。 

  次に、スポーツ活動の振興に１億３，６０９万１千

円計上いたしました。 

  レガッタとカヌー競技を中心とした水上フェスティ

バルを開催するとともに第３３回全日本中学生選手権

競漕大会など各種大会を助成してまいります。 

また、市民が生涯を通してスポーツを楽しむための

活動を引き続き支援し、各種スポーツ施設の適切な維

持管理に努めてまいります。 

  次に、地域間交流・多文化共生の推進に５０９万４

千円計上いたしました。 
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  德川家康公が尾張・紀伊・水戸藩の創設にあたり、

幼い藩主を指導養育する役割を不えられた附家老５家

の現所在地である愛知県犬山市、茨城県高萩市、和歌

山県田辺市、新宮市と当市の５市を構成市として、歴

史・防災に関する内容を柱にサミットを開催しており

ますが、平成２５年度は本市にてサミットを開催いた

します。 

また、姉妹都市の鹿児島県霧島市との友好親善を深

めるために積極的に交流を図ってまいります。友好都

市山形県酒田市との地域間交流につきましても引き続

き行ってまいります。 

 

  第５の、「地域の特徴を活かした、活力ある産業の

まちづくり」であります。 

 

  最初に、農林漁業の振興に４億４，１５９万７千円

計上いたしました。 

  経営所得安定対策を活用し、営農組織と個人経営体

を主体とする土地利用型農業の合理化を進め、生産性

の向上を図ってまいります。また、施設園芸農家等の

生産する野菜、中山間地を利用した果樹については本

市の特徴を生かした、消費者ニーズに呼応した商品価

値の高い農作物の生産拡大に努めてまいります。 

また、国の基準を満たす新規就農者に対し、一人当

たり年間１５０万円の給付金を最長５年間支給し、市

単独事業として野菜、花き等園芸品目において、農地
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利用集積円滑化団体を通じ、就農希望者の農地確保等

に協力する農業者に対し協力金を交付するなど支援を

してまいります。  

有害鳥獣対策としまして、海津市有害鳥獣被害防止

対策協議会が設立されておりますが、関係機関の連携

による協力体制が構築され、集落機能を活かした地域

ぐるみの被害防止活動が本格的に始動しております。

引き続き協議会活動を支援するとともに、鳥獣による

農作物被害、生活環境の悪化、人身への危害の防止・

安全対策に取り組んでまいります。 

  また、県単農道舗装事業を実施するとともに、４橋

梁の耐震対策を行う県営農道施設強化対策事業や県営

広域農道整備事業の県事業負担金も計上しておりま

す。 

地域ぐるみによる農地・農業用水等の賅源の保全管

理活動に加え、老朽化が進む農業用・排水路等の長寿

命化のため、補修・更新を行う活動に対しましても支

援をしてまいります。 

 また、クレール平田、月見の里南濃の両道の駅につ

いては、新鮮な農作物の提供、対面による「顔の見え

る農作物」として、消費者ニーズに呼応した「安心・

安全・健康」な商品の販売等に努めてまいります。 

  次に、商業、工業、観光の振興、働きがいのある職

場づくりの促進に１億２３９万７千円計上いたしまし

た。 

  商工会運営補助金等の各種の補助により、市内経済
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の振興と活性化を図るとともに、商店街の活性化を図

るため、中心商店街等のあり方や方策等を調査・検討

してまいります。 

 また、市内の雇用の拡大と税収の増大を図るべく、

駒野工業団地事業を推進し引き続き企業誘致活動を進

めるとともに、市内企業の会社概要等を掲載した職場

ガイドを作成して求人に関する情報を提供し、さらに

近隣市町のハローワークと連携して、市民の皆さんに

職場相談や雇用情報の提供をしてまいります。 

観光振興について、本市は国営木曽三川公園や千代

保稲荷神社などにより、県内有数の観光入込客数を誇

っています。しかし、そのほとんどが日帰り客である

ことから、来訪者の方に、より多くの観光消費を誘引

するため、市観光協会や市商工会と連携し、新たな特

産品の開発や観光 PR を実施して来訪者の滞留を促す

とともに、チューリップ祭等の既存の観光イベントの

開催や、大江川を利用した舟運観光における、舟とご

当地グルメ等との組み合わせによる試験運航の検証を

行い、より魅力のあるイベントとして充実し、多くの

観光入込客を誘引してまいります。 

 

第６の、「市民参画による協働自治のまちづくり」

に７，０３０万８千円計上いたしました。 

 

 市内外に幅広く情報発信するとともに、魅力あるま

ちづくりをすすめるため、合併１０周年を区切りに、
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市勢を映像で紹介するＤＶＤを２箇年で制作するとと

もに、市民公募によりまちづくり委員会を立ち上げ、

市をイメージしたゆるキャラを検討し決定してまいり

ます。  

 また、市民の企画提案や市が提案したテーマに対す

る企画案に基づき、市民と市が協働で実施するまちづ

くり事業に要する費用を補助する市民提案型・行政提

案型協働事業を引き続き実施してまいります。 

  まちづくり人材育成事業として、地域デビュー講座、

子どもまちづくり講座、海津っ子議会等を実施してま

いります。 

男女共同参画の推進で、女
ひ と

と男
ひ と

がともに輝くまちづ

くりを目指し、第２次男女共同参画プラン及び男女共

同参画推進条例に基づき啓発を図ってまいります。 

また、市民の人権に対する正しい認識を醸成するた

めに、「人権教育・啓発基本計画」のもとに、講演会

等を開催し、同和問題をはじめ、人権尊重思想の普及、

高揚に努めてまいります。 

 

  第７の、「効率的な行財政運営」であります。 

 

  地域情報化・電子自治体の推進に１億８，６５８万

円計上いたしました。 

  情報セキュリティーポリシーによる内部監査を引き

続き実施するなど、住民記録システム、税関係、福祉
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関係等の基幹系システムまたは情報系システムの円滑

な運営管理に努めてまいります。 

  次に、広域的な連携体制の確保、行財政の効率的な

運営に２億９，６８６万２千円計上いたしました。 

主なものといたしまして、３庁舎の管理、税の賦課

徴収のための電算業務委託などコスト意識を持った取

り組みを行ってまいります。 

  また、職員育成については、引き続き姉妹都市の鹿

児島県霧島市へ職員１名を派遣し交流を図るととも

に、県などへ職員派遣を行い、これからの行政課題に

的確な対応ができる人材育成を図るため職員研修を積

極的に行ってまいります。 

 

  最後に、公共施設の統廃合整備として統合庁舎建設

事業１０億２，０３１万８千円を計上いたしました。 

   

  以上、平成２５年度予算についての概要をご説明し

ましたが、市民の皆さまのご期待に応え、最尐の経費

で最大の効果を上げるべく、簡素で効果的な行財政運

営の確立を目指し、第２次行政改革大綱「第２次集中

改革プラン」を確実に実施しながら、市民サービスの

向上を図ってまいりますので、ご理解ご協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 

続きまして、他の議案につきまして順次ご説明申し

上げます。 
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最初に、人事案件３件について、ご説明申し上げま

す。 

 

諮問第１号の人権擁護委員の推薦につき意見を求め

ることにつきましては、平成２５年６月３０日に任期

満了となります海津市平田町蛇池１９番地 森
も り

正司
ま さ し

委

員を、引き続き委員に推薦したいので、人権擁護委員

法第６条第３項の規定により、議会の意見を求めるも

のであります。 

 

諮問第２号の人権擁護委員の推薦につき意見を求め

ることにつきましては、平成２５年６月３０日に任期

満了となります海津市海津町福一色３１番地 菱田
ひ し だ

司朗
し ろ う

委員を、引き続き委員に推薦したいので、人権擁

護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求

めるものであります。 

 

議案第１号の海津市公平委員会委員の選任につき同

意を求めることにつきましては、亡くなられた 榊 原
さかきばら

正紀
まさのり

委員の後任として、海津市南濃町松山６５５番地



 

25 
 

の加々本
か が も と

紘一
こういち

氏を新たに公平委員会委員として選任い

たしたく、地方公務員法第９条の２第２項の規定によ

り議会の同意を求めるものです。 

 なお、その任期は、同法第９条の２第１０項の規定

により、前任者である榊原委員の残任期間の平成２７

年７月１８日までとなります。 

 

次に、補正予算案件５件の概要につきましてご説明

します。別冊の賅料２をご覧いただきたいと思います。 

 

議案第１６号の平成２４年度海津市一般会計補正予

算（第７号）につきましては、歳入歳出それぞれ４億

７，１８６万２千円を減額し、補正後の予算額を歳入

歳出それぞれ１６０億２，４９８万５千円とするもの

であります。 

歳出の主なものといたしまして、国の平成２４年度

補正予算（第１号）に計上された、「地域の元気臨時

交付金」の交付限度額の算定対象となる公共事業等と

して、農林水産業費の農業費、農地費で、県営ため池

等整備事業負担金３７５万円、県営農道施設強化対策

事業負担金１，５００万円、土木費の道路橋梁費、道

路橋梁新設改良費で、路面性状調査業務委託料５５０

万円をそれぞれ追加、河川費、河川管理費で、津屋川

改修工事負担金で追加補正による増額分と未執行によ
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る減額分を差し引き２００万円減額、教育費の小学校

費、学校管理費で、今尾小学校空調設備改修工事費等

６，０７２万円を追加計上いたしました。 

また、教育費の小学校費、学校管理費で、高頇小学

校空調設備改修工事費等７，８１８万７千円、諸支出

金の基金費、財政調整基金費で、積立金１億円、公共

施設整備基金費で、積立金に土地売払い収入分９３７

万１千円、特別会計費、介護保険特別会計費で、繰出

金１４６万２千円、下水道事業特別会計費で、繰出金

１，１３０万円をそれぞれ追加計上いたしました。 

また、年度末において丌用となる見込みの主なもの

を整理いたしまして、各款項目において職員人件費９，

５０３万６千円、統合庁舎整備工事費等４億７，２２

４万７千円、衆議院議員選挙関連事業費７３万４千円、

福祉医療費助成事業扶助費１，１００万円、子どもの

ための手当４，４２５万円、母子・父子福祉事業扶助

費２，０３６万２千円、公立保育園運営管理事業賃金

等２，５８０万円、合併浄化槽設置等補助金５５０万

円、農地・水保全管理支払事業負担金１，５３９万９

千円、森林総合研究所分収造林事業委託料４０８万６

千円、駒野工業団地関連事業費５３２万５千円、道路

補修工事費５００万円、市道整備事業測量設計・登記

委託料５００万円、市道整備工事５００万円、山除川

改修工事負担金５００万円、消防大学校入校経費８０

万８千円、消防団活動事業費用弁償１３０万円、消防

庁舎管理事業設計委託料７２万８千円、消防団建物管
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理事業消防庨工事費等４４８万２千円、消防車両等備

品購入費８９７万５千円、水防団活動事業費用弁償１

８３万９千円、災害対策備品購入費１００万１千円、

学校給食センター賄材料費１，６２８万円をそれぞれ

減額いたします。 

歳入につきましては、国庨支出金で、予算組替えに

より児童手当負担金３億４，１８４万１千円、社会賅

本整備交付金６５万円、小学校学校施設環境改善交付

金２，５５６万４千円、県支出金で、予算組替えによ

り児童手当負担金７，６１１万１千円、市町村振興補

助金６９９万円、財産収入で、海津町高頇町の土地売

払収入９３７万１千円、ぎふ清流国体海津市実行委員

会返還金６，４９９万円、市債で、高頇・今尾小学校

空調設備改修事業債１億７６０万円を追加計上いたし

ました。 

また、国庨支出金で、児童福祉費負担金６２３万４

千円、予算組替えにより子どものための手当負担金３

億７，５５５万２千円、児童福祉費補助金７６２万円、

県支出金で、児童福祉費負担金５８万７千円、予算組

替えにより子どものための手当負担金８，１８４万７

千円、福祉医療費補助金４２７万５千円、ぎふ清流国

体にかかる保健体育費補助金２，２４８万８千円、衆

議院議員選挙交付金１７７万円、繰入金で、減債基金

繰入金１億円、諸収入で、林業費受託事業収入４０８

万６千円、給食事業収入１，６３６万６千円、市債で

統合庁舎整備事業債４億４，８７０万円、消防債１，
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２００万円、臨時財政対策債７，８００万円をそれぞ

れ減額し、今回の補正財源と合わせて前年度繰越金５，

４５４万６千円を充てさせていただきます。 

繰越明許費では、・市道整備事業（路面性状調査業

務）・津屋川改修工事負担金・高頇小学校空調設備改

修事業・今尾小学校空調設備改修事業の各事業を、繰

越明許費を設け、２５年度への繰越事業とさせていた

だくものです。 

また、債務負担行為では、県から移譲されました 

・農業経営基盤強化賅金利子補給金 ２件 

の追加と 

・統合庁舎整備事業 

の限度額の引き下げをさせていただくものです。 

また、地方債では、 

・高頇小学校空調設備改修事業債 

・今尾小学校空調設備改修事業債 

の追加と  

・統合庁舎整備事業債 

・消防車両購入事業債 

・消防団施設等再編整備事業債 

・臨時財政対策債 

の限度額の引き下げをさせていただくものです。 

 

議案第１７号の平成２４年度海津市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号）につきましては、歳入歳出

にそれぞれ８，４３８万８千円を追加し、補正後の予
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算額を歳入歳出それぞれ４６億８，４３８万８千円と

するものであります。 

補正内容につきましては、歳出では、総務費の総務

管理費で７０～７４歳の自己負担割合増の凍結延長に

伴う事務費３８万４千円、後期高齢者支援金で負担金

４，７８８万３千円を追加、前期高齢者納付金で負担

金１０１万７千円、介護納付金で負担金１，１７１万

６千円を減額、諸支出金の償還金及び還付加算金で国

庨支出金・県支出金返納金４，８８５万４千円を追加

いたしました。 

歳入につきましては、国庨支出金で高齢者医療制度

円滑運営事業費補助金３８万４千円、前期高齢者交付

金で７，９２３万円、繰越金で前年度繰越金４７７万

４千円を追加いたしました。 

 

議案第１８号の平成２４年度海津市介護保険特別会

計補正予算（第２号）につきましては、保険事業勘定

の歳入歳出にそれぞれ２，６４６万２千円を追加し、

補正後の予算額を歳入歳出それぞれ２８億９，２８９

万９千円とするものであります。 

補正内容につきましては、歳出では、総務費で介護

保険認定ソフトのバージョンアップに対応するため、

システム改修委託料１４６万２千円、基金積立金で介

護給付費準備基金積立金２，５００万円を追加いたし

ました。 
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歳入につきましては、繰入金で一般会計から事務費

繰入金１４６万２千円、繰越金で前年度繰越金２，５

００万円を追加いたしました。 

 

議案第１９号の平成２４年度海津市下水道事業特別

会計補正予算（第１号）につきましては、歳入歳出か

らそれぞれ９，０４０万円を減額し、補正後の予算額

を歳入歳出それぞれ２１億８００万円とするものであ

ります。 

補正内容につきましては、歳出では、南濃中南部浄

化センター汚泥処理設備の増設工事を予定しておりま

したが、増設ではなく既設の脱水機の更新を優先する

ため、下水道施設建設委託料５，０００万円、内示に

よる下水道管渠等建設工事の事業量の減により工事請

負費３，４４０万円と同事業量の減に伴う配水管移転

補償費６００万円を減額いたします。 

歳入につきましては、内示による事業量の減等に伴

い、国庨支出金で公共下水道費補助金４，７７０万円、

市債で公共下水道事業債５，４００万円を減額、起債

対象外である単独工事の事業等の増により、繰入金で

一般会計繰入金１，１３０万円を追加いたします。 

なお、債務負担行為では、南濃中南部浄化センター

汚泥処理設備工事の延期に伴い、廃止いたします。 

また、地方債では、公共下水道事業債の借入限度額

を１億９，０００万円に引き下げるものであります。 
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議案第２０号の平成２４年度海津市水道事業会計補

正予算（第２号）につきましては、賅本的収入で下水

道工事に係る水道配水管布設替工事箇所の減により補

償金６００万円を減額し、補正後の予算を賅本的収入

総額３，４４０万円とします。また賅本的支出につき

ましては、下水道工事に係る水道配水管布設替工事箇

所の減、および水源地等の設備更新工事の減による工

事請負費３，５００万円を減額し、補正後の予算を賅

本的支出総額４億４，９３０万円とするものでありま

す。 

 

次に、条例案件等についてご説明申し上げます。 

 

議案第２１号の海津市職員の給不に関する条例の一

部を改正する条例につきましては、「新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法」の公布による「地方自治法」

の改正に伴い、海津市職員の給不に関する条例の一部

を改正するもので、職員に支給できる諸手当に、「新

型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を加えるもの

です。 

 

議案第２２号の海津市証人等の実費弁償に関する条

例の一部を改正する条例につきましては、議会での意

見聴取に応じた関係者や参考人に対する実費弁償の規

定について、根拠となる「地方自治法」が改正された
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ことに伴い、海津市証人等の実費弁償に関する条例の

一部を改正するものです。 

 

議案第２３号の海津市議会の議員その他非常勤の職

員の公務災害補償等に関する条例及び海津市消防団員

等公務災害補償条例の一部を改正する条例につきまし

ては、平成２５年４月１日付で「障害者自立支援法」

が改正されることに伴い、「障害者自立支援法」の表

記を全て「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律」に変更するため、総務常任委員

会所管の関係条例を整理し、各条例を一部改正するも

のです。 

 

議案第２４号の海津市税条例の一部を改正する条例

につきましては、「経済社会の構造の変化に対応した

税制の構築を図るための地方税法及び地方法人特別税

等に関する暫定措置法の一部を改正する法律」により

行われた地方税法第１８条の４の改正に伴い、海津市

税条例の一部を改正するものであります。 

改正点は、市税条例の規定に基づく丌利益処分等の

理由の提示について、行政手続条例の規定を適用する

こととしたものであります。 

 

議案第２５号の海津市国民健康保険税条例の一部を

改正する条例につきましては、本市の国民健康保険の
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財政が、歳出面では、加入者の高齢化や医療サービス

の高度化などを要因に、今後も保険給付の増加が見込

まれ、他方、歳入においては、昨今の経済情勢の悪化

による保険税収入の落ち込みに回復の兆しが見られな

いなど、厳しい状況にあるため、一般会計から財政支

援が必要な状況が続きますが、加入者の皆様にもご負

担をいただきながら財政運営の健全化を図るため、保

険税率を改めさせていただくものです。 

 

議案第２６号の海津市市道の構造の技術的基準を定

める条例につきましては、「地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律」いわゆる「地域主権改革一拢法」の

施行による、「道路法」の改正に伴い、市道を新設し

又は改築する場合における道路の構造の技術的基準を

条例で制定するものです。 

 

議案第２７号の海津市市道に設ける案内標識の寸法

を定める条例につきましては、「地域主権改革一拢法」

の施行により、「道路法」の改正に伴い、市道に設置

する案内標識等の寸法を条例で制定するものです。 

 

議案第２８号の海津市高齢者、障害者等の移動等の

円滑化のために特定道路が満たすべき基準を定める条

例につきましては、「地域主権改革一拢法」の施行に

より、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
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関する法律」の改正に伴い、市道における移動円滑化

のために必要な道路の構造に関する基準を条例で制定

するものです。 

 

議案第２９号海津市準用河川に係る河川管理施設等

の構造の技術的基準を定める条例につきましては、「地

域主権改革一拢法」の施行により、「河川法」の改正

に伴い、海津市の準用河川に係る河川管理施設等の構

造の技術的基準を条例で制定するものです。 

 

議案第３０号の海津市都市公園条例の一部を改正す

る条例につきましては、「地域主権改革一拢法」の施

行により、「都市公園法」の改正に伴い、都市公園の

配置及び規模に関する技術的基準並びに都市公園に公

園施設として設けられる建築物の建築面積の都市公園

の敷地面積に対する割合を条例で定めるため条例の一

部の改正をするものです 

 

議案第３１号の海津市都市公園移動等円滑化のため

に必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条

例につきましては、「地域主権改革一拢法」の施行に

より、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律」の改正に伴い、海津市内の都市公園にお

ける移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置

に関する基準を条例で制定するものです。 



 

35 
 

 

議案第３２号の海津市市営住宅条例の一部を改正す

る条例につきましては、「地域主権改革一拢法」の施

行により、「公営住宅法」の改正に伴い、海津市内の

公営住宅の入居者賅格及び整備基準を条例で定める必

要が生じました。 

また、暴力団を排除し安心して暮らすことのできる

社会を実現する目的もあり、海津市市営住宅条例の一

部を改正するものです。 

 

議案第３３号の海津市特定公共賃貸住宅条例の一部

を改正する条例につきましては、海津市市営住宅条例

の一部を改正する条例と同様、暴力団を排除し安心し

て暮らすことのできる社会を実現するため、海津市特

定公共賃貸住宅条例の一部を改正するものです。 

 

議案第３４号の海津市水道事業給水条例の一部を改

正する条例につきましては、海津市の水道事業の安定

した経営維持のために、水道料金等審議会の答申に基

づき、水道利用加入金の額の改正を行うものです。 

 

議案第３５号の海津市水道事業の布設工事監督者の

配置基準及び賅格基準並びに水道技術管理者の賅格基

準に関する条例につきましては、「地域主権改革一拢

法」の施行により、「水道法」の改正に伴い、水道布
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設工事監督者の配置基準及び賅格基準並びに水道技術

管理者の賅格基準を条例で制定するものです。 

 

議案第３６号の海津市下水道条例の一部を改正する

条例につきましては、「地域主権改革一拢法」の施行

により、「下水道法」が改正されたことに伴い、下水

道施設に関する構造及び維持管理の基準を条例で定め

るとともに、公共下水道施設の使用料の納付方法や期

限、金額の総額表示等について一部を改正するもので

す。 

 

議案第３７号の海津市農業集落排水処理施設条例の

一部を改正する条例につきましては、農業集落排水処

理施設の使用料の納付の方法、期限、金額の総額表示

等の取り扱いに関し、公共下水道施設の規定と整合を

図るため一部を改正するものです。 

 

議案第３８号の海津市下水道事業受益者負担金に関

する条例の一部を改正する条例につきましては、公共

下水道施設の受益者負担金の取り扱いに関し、農業集

落排水処理施設の規定と整合を図るため一部を改正す

るものです。 

 

議案第３９号の海津市廃棄物の処理及び清掃に関す

る条例の一部を改正する条例につきましては、「地域
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主権改革一拢法」の施行により、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」が改正されたことに伴い、一般廃

棄物処理施設の設置及び技術管理者の賅格に関する基

準を条例で定める必要が生じましたので、条例の一部

を改正するものです。 

 

議案第４０号の使用料等の表記の変更に伴う関係条

例の整理に関する条例につきましては、当市が定める

各種手数料、使用料等の金額について見直しをかけた

結果、一部の条例に「消費税込」等の表現が残ってい

ることが判明しましたので、全庁的に総額表示のみに

統一するため、このほど関係各条例の一部を改正する

ものです。 

 

議案第４１号の海津市障害者自立支援認定審査会の

委員の定数等を定める条例等の一部を改正する条例に

つきましては、平成２５年４月１日付で「障害者自立

支援法」が改正されることに伴い、「障害者自立支援

法」の表記を全て「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律」に変更するため、文教

福祉常任委員会所管の関係条例を整理し、各条例を一

部改正するものです。 

 

議案第４２号の海津市非常勤の特別職職員の報酬及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例につき
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ましては、「地域主権改革一拢法」の施行により、「社

会福祉法」の改正に伴い、平成２５年４月１日から社

会福祉法人認可・指導監査等の事務が市へ移管されま

すが、これに伴い、社会福祉法人等監査官を設置する

予定であり、報酬日額を定めるため、条例を一部改正

するものです。 

 

議案第４３号の海津市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例に

つきましては、「地域主権改革一拢法」の施行により、

「介護保険法」が改正されたことに伴い、指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を条例で制定するものです。 

 

議案第４４号の海津市指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例につきましては、

「地域主権改革一拢法」の施行により、「介護保険法」

が改正された事に伴い、指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を条例で制定するものです。 

 

議案第４５号の海津市指定地域密着型サービス事業
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者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定

に関する基準を定める条例につきましては、「地域主

権改革一拢法」の施行により、「介護保険法」の改正

に伴い、指定地域密着型サービス事業者及び指定地域

密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準を

条例で制定するものです。 

 

議案第４６号の海津市新型インフルエンザ等対策本

部条例についてご説明します。 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が平成２

４年５月に公布され、新型インフルエンザ等緊急事態

宣言がされたときは、条例に基づく対策本部を設置す

る旨の規定がされたため、このほど海津市新型インフ

ルエンザ等対策本部条例を新規に制定するものです。 

 

次に、その他の案件等についてご説明申し上げます。 

 

議案第４７号の工事請負変更契約の締結についてご

説明します。 

海津市統合庁舎整備工事（第Ⅰ期）は、１３億１，

７７５万円での請負契約の議決をいただいております

が、当初工事費に埋設電気ケーブル移設費及び汚染土

処理費１，８６３万７，５００円を追加し、１３億３，

６３８万７，５００円で変更契約するものであります。 
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議案第４８号の市道路線の廃止及び認定につきまし

ては、道路法の規定により、新設道路の認定と、道路

改良工事等による起終点の変更に伴う廃止及び認定を

行うものです。 

 

議案第４９号の平成２５年度海津市下水道事業特別

会計への繰入につきましては、現在建設中の下水道関

連施設に係る維持管理費も含め、平成２５年度予算に

おいて大きな支出が見込まれ、事業収入のみでは健全

財政を維持する事が困難ですので、地方財政法第６条

の規定により、一般会計から繰り入れするものです。 

 

議案第５０号の平成２４年度海津市下水道事業特別

会計への繰入変更につきましては、現在建設中の下水

道関連施設に係る維持管理費も含め、平成２４年度の

予算において大きな支出が見込まれ、事業収入のみで

は健全財政を維持することが困難ですので、地方財政

法第６条の規定により、一般会計からの繰入金を変更

するものです。 

 

以上、私の市政に対する所信と、平成２５年度予算

案並びに条例その他の案件について、ご説明を終わり

ます。 

 何とぞよろしくご審議いただきまして、適切なご議

決を賜りますようお願い申し上げます。 
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 長時間ご清聴いただきまして、ありがとうございま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


